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令和７年度釜石市一般会計･特別会計歳入歳出
決算及び基金の運用状況に関する審査意見書

第１ 審査の対象

１ 令和７年度釜石市一般会計歳入歳出決算

２ 令和７年度釜石市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

３ 令和７年度釜石市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

４ 令和７年度釜石市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

５ 令和７年度釜石市魚市場事業特別会計歳入歳出決算

６ 令和７年度釜石市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算事項別明細書

７ 実質収支に関する調書

８ 財産に関する調書

９ 定額の資金を運用するための基金の運用状況調書

第２ 審査の期間

令和８年６月 日から令和８年７月 日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、市長から提出された一般会計・特別会計歳入歳出決算書

及びその付属書類並びに定額の資金を運用するための基金の運用状況調書に

ついて、関係法令に準拠して調製されているか、決算計数に誤りがないか、各

会計の予算はそれぞれ予算議決の趣旨に沿い適正かつ効率的に執行されてい

るか、財産の管理は適正か等に主眼をおき、関係諸帳簿及び証拠書類との照合

等、通常実施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続

を実施した。

第４ 審査の結果

１ 一般会計及び各特別会計歳入歳出決算は、審査した限りにおいて、関係法

令に準拠して調製されており、決算計数は関係諸帳簿及び証拠書類と合致し

ており、誤りのないものと認められた。

２ 予算の執行状況は、予算議決の趣旨に沿い、おおむね適正に執行されてい

るものと認められた。

３ 財産に関する調書は、公有財産、物品、債権及び基金の状況を適正に表示

しており、財産台帳及び関係書類等と適合し、誤りのないものと認められた。

４ 定額の資金を運用するための基金は、それぞれ設置の目的に沿っておおむ

ね適正かつ効率的に運用されており、計数的にも誤りのないものと認められ

た。

５ 審査の概要及び意見は、後述のとおりである。
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（単位：千円，％）

△ 32,141

前年度総計

（詳細については、付表３「一般会計・特別会計決算収支状況調」参照）

当年度単年度収支 千円に、黒字要素である一般会計及び国民健康保険事業特別

魚　市　場

総　　　計

△ 21,014

 増 減 額

形式収支 実質収支

一　 般 　会 　計

総計決算における歳入歳出差引額（形式収支）は、 千円の黒字となっており、翌

越している。これから前年度の実質収支額 千円を差し引いた単年度収支は、 千

 翌年度に繰越
 すべき財源

△ 11,424

比
較

２　決算収支

△ 22,392

実質単年度
収支

　会計別の決算収支の状況は、次のとおりである。

後期高齢者医療

国民健康保険

保険事業

△ 11,265

単年度収支

介護サービス

△ 11,424

 増 減 率

特

別

会

計

介護保険

円の黒字となっている。

△ 37,015

会計の財政調整基金積立金 千円を加えた実質単年度収支は、 千円の黒字となって

いる。

区　　　分

年度に繰越すべき財源を差し引いた実質収支は、 千円の黒字となり、全額翌年度に繰

計

（単位：千円，％）

（単位：千円）

介護保険

魚　市　場

　計

特
別
会
計

魚　市　場

介護サービス

保険事業

歳入歳出差引額予算現額

  各会計相互の繰入、繰出の状況は次のとおりである。                                                                                                                                                                            

一　 般 　会 　計

総　　　計

国民健康保険

繰出

後期高齢者医療

比
較

　歳入決算額は 34,449,702千円となり、前年度より 3,090,969千円（9.9％）増加している。

　歳出決算額は 33,470,769千円となり、前年度より 2,592,007千円（8.4％）増加している。

　歳入歳出差引額は 978,933千円となり、前年度より 498,962千円（104.0％）増加している。

保険事業

介護サービス

一　 般 　会 　計

区　　　分 繰入

歳入決算額

国民健康保険

後期高齢者医療

前年度総計

Ⅰ　総　　　括

１　決算規模

  令和７年度一般会計及び特別会計の決算額は、次のとおりである。                                                                                                                                                                            

区　　　分 歳出決算額

介護保険

計

特

別

会

計

 増 減 額

 増 減 率

第５　審査の概要
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（単位：千円，％）

△ 32,141

前年度総計

（詳細については、付表３「一般会計・特別会計決算収支状況調」参照）

当年度単年度収支 千円に、黒字要素である一般会計及び国民健康保険事業特別

魚　市　場

総　　　計

△ 21,014

 増 減 額

形式収支 実質収支

一　 般 　会 　計

総計決算における歳入歳出差引額（形式収支）は、 千円の黒字となっており、翌

越している。これから前年度の実質収支額 千円を差し引いた単年度収支は、 千

 翌年度に繰越
 すべき財源

△ 11,424

比
較

２　決算収支

△ 22,392

実質単年度
収支

　会計別の決算収支の状況は、次のとおりである。

後期高齢者医療

国民健康保険

保険事業

△ 11,265

単年度収支

介護サービス

△ 11,424

 増 減 率

特

別

会

計

介護保険

円の黒字となっている。

△ 37,015

会計の財政調整基金積立金 千円を加えた実質単年度収支は、 千円の黒字となって

いる。

区　　　分

年度に繰越すべき財源を差し引いた実質収支は、 千円の黒字となり、全額翌年度に繰

計
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(注）債務保証及び損失補償に係る債務負担行為の額は含まれていない。

区　　　分

４月～５月

令和６年度令和７年度

当年度の資金収支は、第２四半期から歳計金に不足が生じることとなったため、財政調整

基金から繰替運用を行った。なお、出納整理期間の５月末現在における繰替運用金はなく、

当年度は歳計現金 978,933千円を保有して出納閉鎖を完結している。

第２四半期

件 数

区　　　分

△ 634,791

金　額 割合

△ 358,986

期別収支残高

７月～９月

金　額

４月～６月

（単位：千円，％）

10月～12月

第１四半期

収　入　額 支　出　額

割合

　当年度支出済額は 5,225,067千円で、前年度と比べ 2,027,199千円（63.4％）増加している。

（54.3％）減少している。

　当年度における歳計現金の各期別収支状況は、次のとおりである。

４　資金の収支状況

差　引　額

△ 411,525 △ 275,805

第３四半期

出納整理期間

債 務 負 担 行 為 限 度 額

翌年度以降の支出予定額は 千円となっており、前年度と比べ 千円

ホール管理運営費等の関係経費となっている。これを前年度と比べると、 千円

　当年度における債務負担行為の状況は、次のとおりである。

第４四半期

金　額 件 数

（単位：千円）

金　額

（229.5％）増加している。

比較増減

△ 1,128,957

うち当年度議決分

合　　　計

当年度議決分は 件 千円で、新庁舎建設事業、新市庁舎什器類等備品購入費、市民

△ 8

件 数

１月～３月 △ 494,166

累計収支残高

５　債務負担行為の状況

金　額

当 年 度 支 出 済 額

前年度末までの 支出 済額

翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額 △ 2 △ 3,111,751

△ 348,186

出決算対前年度比較表」参照）

区　　　分

　また、調定額に対する収入率は 98.4％となり、前年度を 0.1ポイント上回っている。

歳出決算額は 千円で、予算現額に対する執行率は ％となり、前年度に比べ

△ 9.3

後 期 高 齢 者 医 療

計

　不納欠損額は 31,652千円で、前年度より 4,462千円（16.4％）増加している。

（単位：千円，％）

不用額

（詳細については、付表１「令和７年度歳入歳出決算総括表」及び付表２「令和７年度歳入歳

調定額

前年度総計

比

特

別

会

計

増減額

保 険 事 業

較

いた不用額は 1,532,046千円で、前年度より 157,285千円（9.3％）減少している。

不納欠損額 支出済額

介護ｻｰﾋﾞｽ

３　予算の執行状況

歳入決算額は 千円で、予算現額に対する収入率は ％となり、前年度に比べ

魚 市 場

国 民 健 康 保 険

△ 157,285

増減率

　当年度における予算の執行状況は、次のとおりである。

千円（ ％）増加している。予算現額から歳出決算額と翌年度繰越額を差し引

差引額

歳入決算額 歳出決算額
予算現額

収入済額

歳入歳出

3,090,969千円（9.9％）増加している。

介 護 保 険

一 般 会 計

総 計
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(注）債務保証及び損失補償に係る債務負担行為の額は含まれていない。

区　　　分

４月～５月

令和６年度令和７年度

当年度の資金収支は、第２四半期から歳計金に不足が生じることとなったため、財政調整

基金から繰替運用を行った。なお、出納整理期間の５月末現在における繰替運用金はなく、

当年度は歳計現金 978,933千円を保有して出納閉鎖を完結している。

第２四半期

件 数

区　　　分

△ 634,791

金　額 割合

△ 358,986

期別収支残高

７月～９月

金　額

４月～６月

（単位：千円，％）

10月～12月

第１四半期

収　入　額 支　出　額

割合

　当年度支出済額は 5,225,067千円で、前年度と比べ 2,027,199千円（63.4％）増加している。

（54.3％）減少している。

　当年度における歳計現金の各期別収支状況は、次のとおりである。

４　資金の収支状況

差　引　額

△ 411,525 △ 275,805

第３四半期

出納整理期間

債 務 負 担 行 為 限 度 額

翌年度以降の支出予定額は 千円となっており、前年度と比べ 千円

ホール管理運営費等の関係経費となっている。これを前年度と比べると、 千円

　当年度における債務負担行為の状況は、次のとおりである。

第４四半期

金　額 件 数

（単位：千円）

金　額

（229.5％）増加している。

比較増減

△ 1,128,957

うち当年度議決分

合　　　計

当年度議決分は 件 千円で、新庁舎建設事業、新市庁舎什器類等備品購入費、市民

△ 8

件 数

１月～３月 △ 494,166

累計収支残高

５　債務負担行為の状況

金　額

当 年 度 支 出 済 額

前年度末までの 支出 済額

翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額 △ 2 △ 3,111,751

△ 348,186
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７　財政の状況（普通会計：地方財政状況調査）

会計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたものである。

（ ％）減少している。歳入及び歳出ともに減少しており、復興事業は収束に向けた最終

　普通会計決算額を通常収支分と東日本大震災分に区分すると次のとおりである。

歳　　入

通常収支分は、前年度に比べると歳入が 千円（ ％）、歳出が 千円

（ ％）増加している。増加の主なものは、歳入は国庫支出金及び市債、歳出は普通建設事業費

うち東日本大震災分

差　　引

歳　　入

うち通常収支分

歳　　出

歳　　出

歳　　出

差　　引

令和６年度 令和２年度

普通会計とは、国の定める地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分であり、公営事業

（単位：千円）

(1)　普通会計における決算状況

段階となっている。

である。

区　　　分 令和７年度

差　　引

普通会計決算額

令和４年度 令和３年度令和５年度

東日本大震災分は、前年度に比べると歳入が 千円（ ％）、歳出が 千円

歳　　入

 前年度総計

増減額

　元金償還額に対する借入額の割合は 266.1％となっている。

している。

当 年 度 中

特　 別　 会 　計

比
較

当年度末現在高
差引額

６　市債の状況

当年度中の借入額は 千円で、前年度に比べると 千円（ ％）増加

前年度末現在高

 総　　　計

一　 般　 会 　計

　当年度における市債の状況は、次のとおりである。

と比べると 32,667千円（1.7％）減少している。

△ 32,667

している。借入額、利率等は予算に定められた範囲内の執行となっている。

元金償還額は 千円（うち、 千円は災害援護資金貸付金免除分）で、前年度

当年度末現在高は 千円となり、前年度に比べると 千円（ ％）増加

元金償還額
区　　　分

借入額

（単位：千円，％）

△ 1.7増減率
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７　財政の状況（普通会計：地方財政状況調査）

会計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたものである。

（ ％）減少している。歳入及び歳出ともに減少しており、復興事業は収束に向けた最終

　普通会計決算額を通常収支分と東日本大震災分に区分すると次のとおりである。

歳　　入

通常収支分は、前年度に比べると歳入が 千円（ ％）、歳出が 千円

（ ％）増加している。増加の主なものは、歳入は国庫支出金及び市債、歳出は普通建設事業費

うち東日本大震災分

差　　引

歳　　入

うち通常収支分

歳　　出

歳　　出

歳　　出

差　　引

令和６年度 令和２年度

普通会計とは、国の定める地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分であり、公営事業

（単位：千円）

(1)　普通会計における決算状況

段階となっている。

である。

区　　　分 令和７年度

差　　引

普通会計決算額

令和４年度 令和３年度令和５年度

東日本大震災分は、前年度に比べると歳入が 千円（ ％）、歳出が 千円

歳　　入
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△ 36,137

国 庫 支 出 金

特 定 財 源

決 算 額

している。

△ 26,258

△ 0.4△ 7,178

諸 収 入

△ 5.0

なお、一般財源に占める割合では、地方交付税 ％、市税 ％、国庫支出金

財 産 収 入

△ 11.4

繰 越 金

△ 25,363

そ の 他

都 道 府 県 支 出 金

合　　　計

△ 30,001

構成比決 算 額

構成比

△ 25.5

対前年度比較

決 算 額

令和６年度

△ 0.7

増 減 額
区　　　分

区　　　分

　イ　一般財源と特定財源

増減率

地 方 交 付 税

一般財源は、地方交付税及び繰越金の増加により前年度と比べ 千円（ ％）増加

対前年度比較

令和７年度

一 般 財 源

一般財源の状況は、次のとおりである。

合　　　計

構成比

令和７年度

市 税

地 方 消 費 税 交 付 金

（単位：千円，％）

11.1％となっている。

決 算 額 増 減 額

令和６年度

構成比 増減率

繰 入 金

　③　歳入の構成

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

寄 付 金

△ 7,355

決 算 額

自主財源の状況は、次のとおりである。

除いた通常収支分に占める市税の割合は、17.0％である。

△ 30,001

増 減 額

対前年度比較

自主財源は、前年度に比べ 千円（ ％）増加し、依存財源は 千円

構成比

千円（ ％）増加したことによるものである。構成比率は ％となり前年度を

△ 4.2

△ 0.7

繰 越 金

△ 2,975

決 算 額

令和７年度

決 算 額

合 計

△ 4.1

△ 21.7

繰 入 金

△ 142,006

うち　市 　 税

増減率

（ ％）増加した。自主財源の主な増加は、繰入金が 千円（ ％）、繰越金が

△ 30,001

依 存 財 源

諸 収 入

増 減 額

△ 0.7

増減率構成比

市 税

歳 入 合 計

構成比
区　　　分

令和６年度
区　　　分

　ア　自主財源と依存財源

(2)　歳入の構成

自 主 財 源

対前年度比較

令和６年度

める比率は ％となり、前年度を ポイント下回った。なお、歳入のうち東日本大震災分を

ポイント下回っており、依然として依存財源の比率を大きく下回っている。

（単位：千円，％）

令和７年度

財 産 収 入

歳入に占める市税収入の構成比率は ％で前年度を ポイント下回り、自主財源に占

構成比

決 算 額
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△ 36,137

国 庫 支 出 金

特 定 財 源

決 算 額

している。

△ 26,258

△ 0.4△ 7,178

諸 収 入

△ 5.0

なお、一般財源に占める割合では、地方交付税 ％、市税 ％、国庫支出金

財 産 収 入

△ 11.4

繰 越 金

△ 25,363

そ の 他

都 道 府 県 支 出 金

合　　　計

△ 30,001

構成比決 算 額

構成比

△ 25.5

対前年度比較

決 算 額

令和６年度

△ 0.7

増 減 額
区　　　分

区　　　分

　イ　一般財源と特定財源

増減率

地 方 交 付 税

一般財源は、地方交付税及び繰越金の増加により前年度と比べ 千円（ ％）増加

対前年度比較

令和７年度

一 般 財 源

一般財源の状況は、次のとおりである。

合　　　計

構成比

令和７年度

市 税

地 方 消 費 税 交 付 金

（単位：千円，％）

11.1％となっている。

決 算 額 増 減 額

令和６年度

構成比 増減率

繰 入 金
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Ａ

　②　財政力指数

である。

財政力指数は、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除

した数値の過去３か年の平均値をいい、財政力を示す指数として用いられている。

　この数値が１を超えた場合には、普通交付税の不交付団体となる。

令和７年度は となり、前年度を ポイント下回った。これは、基準財政収入額が減少

－

　①　財政収支の均衡（実質収支比率）

実質収支比率は、標準財政規模に対する実質収支額の割合で、おおむね３％～５％程度が

（単位：千円）

比較増減 令和５年度

財 政 力 指 数

望ましいとされている。

区　　　分

Ｂ

Ａ／Ｂ

政規模が増加したものの、実質収支額が前年度に比べ 千円増加したことによるもの

令和７年度

令和７年度

実 質 収 支 額

△ 87,929

全 国 類 似 団 体 －

し、基準財政需要額が増加したことにより、単年度の財政力が低下したためである。なお、財政

力指数は３か年の平均値であるため微減となっているものである。

区　　　分

(4)　財政指数等

　  普通会計における財政状況を判断するための指標となる財政指数等は、次のとおりである。

令和６年度

標 準 財 政 規 模

基 準 財 政 需 要 額

令和７年度の実質収支比率は ％となり、前年度を ポイント上回った。これは、標準財

（単位：千円，％）

比較増減

令和６年度

△ 0.01

－

実 質 収 支 比 率

増減率

基 準 財 政 収 入 額

全国類似団体（ － ）

　④　歳出の構成

△ 1.2

そ の 他

補　　助

普通建設事業費

積 立 金 △ 8.1△ 84,228

物 件 費

構成比

△ 0.3

計

（単位：千円，％）

単　　独

（56.0％）増加したことによる。

△ 0.2

構成比

事業費が 2,347,661千円（67.1％）増加したことによる。

千円（ ％）減少したものの、物件費が 千円（ ％）、その他が 千円

決 算 額

投
資
的
経
費

県営事業負担金

対前年度比較

投資的経費は、前年度に比べ 千円（ ％）増加している。これは、主に普通建設

△ 5,988

計

扶 助 費

義
務
的
経
費

の、人件費が 千円（ ％）増加したことから、前年度に比べ 千円（ ％）の増

令和７年度

加となった。

その他の経費は、前年度に比べ 千円（ ％）増加している。これは主に積立金が

災害復旧事業費

公 債 費

義務的経費は、扶助費が 千円（ ％）、公債費が 千円（ ％）減少したもの

決 算 額

(3)　歳出の構成

人 件 費

令和６年度

増 減 額

　性質別歳出の状況は、次のとおりである。

増減率

△ 7,390

計

区　　　分

補 助 費 等

繰 出 金

そ
の
他
の
経
費

合　　　計

△ 19,236
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Ａ

　②　財政力指数

である。

財政力指数は、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除

した数値の過去３か年の平均値をいい、財政力を示す指数として用いられている。

　この数値が１を超えた場合には、普通交付税の不交付団体となる。

令和７年度は となり、前年度を ポイント下回った。これは、基準財政収入額が減少

－

　①　財政収支の均衡（実質収支比率）

実質収支比率は、標準財政規模に対する実質収支額の割合で、おおむね３％～５％程度が

（単位：千円）

比較増減 令和５年度

財 政 力 指 数

望ましいとされている。

区　　　分

Ｂ

Ａ／Ｂ

政規模が増加したものの、実質収支額が前年度に比べ 千円増加したことによるもの

令和７年度

令和７年度

実 質 収 支 額

△ 87,929

全 国 類 似 団 体 －

し、基準財政需要額が増加したことにより、単年度の財政力が低下したためである。なお、財政

力指数は３か年の平均値であるため微減となっているものである。

区　　　分

(4)　財政指数等

　  普通会計における財政状況を判断するための指標となる財政指数等は、次のとおりである。

令和６年度

標 準 財 政 規 模

基 準 財 政 需 要 額

令和７年度の実質収支比率は ％となり、前年度を ポイント上回った。これは、標準財

（単位：千円，％）

比較増減

令和６年度

△ 0.01

－

実 質 収 支 比 率

増減率

基 準 財 政 収 入 額

全国類似団体（ － ）
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経常収支比率の内訳

経常収支比率の推移

（単位：千円，％）

が高いほど財政運営の硬直性の高まりを示すものであり、一般的には財政運営上 ％が警戒

般財源は増加したものの、一般財源総額の増加額がこれを上回ったことによるものである。

区　　　分

公 債 費 に 充 当
さ れ た 一 般 財 源

令和７年度 比較増減

（単位：％）

△ 0.3

平成29年度 平成30年度

令和７年度は ％となり、前年度を ポイント下回った。これは、公債費に充当された一

釜 石 市

平成28年度 令和7年度区分

人件費

一 般 財 源 総 額

公 債 費 負 担 比 率 △ 0.3

全国類似団体（ － ―

令和６年度

令和4年度

区分

△ 0.3

その他

公債費負担比率は、一般財源総額に対する公債費に充当された一般財源の割合で、その率

比較増減

令和6年度

ライン、20％が危機ラインとされている。

合計扶助費 補助費等

令和７年度

－

令和元年度

全国類似団体 －

（単位：％）

令和2年度 令和3年度

　⑤　公債費負担比率

物件費

△ 0.7

令和5年度

維持補修費

令和６年度

全国類似団体（R6）

公債費

　　

(　)内数値は、経常一般財源総額から減収補てん債及び臨時財政対策債を除いて計算した率である。

減収補てん債及び

臨 時 財 政 対 策 債

Ａ

経 常 一 般 財 源 比 率

区　　　分

A/(B－C)

経常一般財源総額

全国類似団体（I－2)

Ｂ

Ｃ

依然として高い水準で推移している。

令和７年度 比較増減

令和７年度は、経常経費充当の経常一般財源（ ）の増加が経常一般財源総額（ ）の増加を

令和７年度

経常収支比率

を中心とする経常的な収入である一般財源がどの程度充当されているかを示すもので、一般

ると考えられている。

なお、特別区及び一部事務組合等を除く市町村の経常収支比率の加重平均は、令和６年度

において 93.8％となっている。

　④　経常収支比率

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する比率として用いられている。

（単位：千円，％）

令和６年度 増 減 率

－

経 常 経 費 充 当 の

経 常 一 般 財 源

人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、市税、地方交付税、地方譲与税等

的に、都市にあっては ％程度が妥当とされており、 ％を超えると弾力性が失われつつあ

上回ったため、経常収支比率は前年度を ポイント上回る ％となり、財政の硬直化は

増減率比較増減

率が ％を超えている度合いが高いほど経常一般財源に余裕があることを示し、歳入構造

区　　　分

標 準 財 政 規 模

に弾力があるとされている。 

（単位：千円，％）

経常一般財源比率は、歳入構造の弾力性を判断する指標として用いられるもので、この比

令和６年度

経 常 一 般 財 源

　③　経常一般財源比率

当年度は ％となり、前年度を ポイント上回った。これは、経常一般財源及び標準財

政規模がともに増加したものの、経常一般財源の増加率（ ％）が標準財政規模の増加

率（1.4％）を上回ったことによるものである。
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経常収支比率の内訳

経常収支比率の推移

（単位：千円，％）

が高いほど財政運営の硬直性の高まりを示すものであり、一般的には財政運営上 ％が警戒

般財源は増加したものの、一般財源総額の増加額がこれを上回ったことによるものである。

区　　　分

公 債 費 に 充 当
さ れ た 一 般 財 源

令和７年度 比較増減

（単位：％）

△ 0.3

平成29年度 平成30年度

令和７年度は ％となり、前年度を ポイント下回った。これは、公債費に充当された一

釜 石 市

平成28年度 令和7年度区分

人件費

一 般 財 源 総 額

公 債 費 負 担 比 率 △ 0.3

全国類似団体（ － ―

令和６年度

令和4年度

区分

△ 0.3

その他

公債費負担比率は、一般財源総額に対する公債費に充当された一般財源の割合で、その率

比較増減

令和6年度

ライン、20％が危機ラインとされている。

合計扶助費 補助費等

令和７年度

－

令和元年度

全国類似団体 －

（単位：％）

令和2年度 令和3年度

　⑤　公債費負担比率

物件費

△ 0.7

令和5年度

維持補修費

令和６年度

全国類似団体（R6）

公債費
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